
『企画提案書等記載項目注意事項及びチェックリスト』
提案書作成にあたり、各様式の項目と本リストに記載される内容を確認しながら作成し、
各確認欄にチェックを入れてください。

■共通事項
＜企画提案書の提出について＞
①　提案科目ごとに正本１部、副本１部（正本のコピー）の計２部を作成してください。
②　正本、副本共に1部ずつＡ４紙ファイルに綴り、表紙及び背表紙には年度、訓練科目名、法人名を記入してください。
	※提案書、様式、原本証明の日付は、提出日を記載してください。

※同一事業所で複数の科目を提案する場合は、全ての提案が選定された場合を想定し、教室及び選考試験会場等の使用期間が重複することのないようご留意ください。


＜添付書類について＞
③　提案事業者ごとに正本１部をA４紙ファイルに綴り、表紙及び背表紙には年度、法人名を記入してください。
④　定款（寄付行為又は学則）の写し（原本証明必要）
　※　原本証明は、「日付（提出日）」、「原本の写しに相違ない旨の記載」、「提案者の署名」を行う。

⑤　会社案内(パンフレット)等の訓練実施施設の所在地、名称、事業所規模等が明記された資料
⑥　法人登記簿謄本（発行日から３か月以内のもの）
⑦　不動産登記簿謄本の写し・賃貸借契約書の写し等施設が使用可能であることが確認できるもの
⑧　訓練実施施設の平面図
ア　教室、選考試験会場（面積または面積が計算できるように縦と横の長さの記載があるもの）

イ　事務室、就職相談室、トイレ、自習室、談話室・休憩室（平面図にそれぞれの部屋及び設備の場所を記入。なお、自習室、談話室・休憩室については、ある場合に明記。）
⑨　納税証明書（未納が無いことの証明）各１部（発行日から３か月以内のもの）
ア　大阪府の府税事務所が発行する府税（全税目）の納税証明書
　  大阪府内に事業所がない場合は、本社等を管轄する都道府県税事務所が発行する納税証明書
イ　税務署が発行する消費税及び地方消費税の納税証明書

（上記証明書に未納額がある場合は、納付した事実がわかる書類の写しを添付）
⑩　有料職業紹介事業許可証又は無料職業紹介事業届出書（許可証）の写し（※該当事業所のみ）

⑪　キャリアコンサルタント証、ジョブ・カード作成アドバイザー証、指導員免許の写し（※有している場合のみ）
　※上記の登録証や資格証が訓練開始までに更新切れとなる場合には、更新予定である旨を明記
　　⑫　民間教育訓練機関における職業訓練サービスガイドライン研修修了証書又はＩＳＯ２９９９０及びＩＳＯ２１００１取得証明書
   　　 指定申請中の場合は、その旨記載した文書を添付し、「指定通知書」が発行され次第、速やか
に提出。

　⑬　使用教材の写し（教材の名称、出版社名及び価格が確認できる表紙または裏表紙のコピー）

　　　※複数の科目を提案する場合は、余白に科目名を記載すること。

　⑭常用労働者の総数が40人以上の場合は、管轄公共職業安定所に提出した『障害者雇用状況報告書』（令和６年６月１日現在の状況について記載したもので公共職業安定所の受付印のあるもの）の写し（※電子申請により提出された場合は、申請書のプリントアウトしたものを提出）
　　　契約予定者となった場合は、令和７年６月１日現在のものを速やかに提出のこと。　

⑮　公正採用選考人権啓発推進員選任（異動）報告書の写し及び公正採用人権啓発推進新任・基礎
研修の修了証書の写し又は申込票の写し
様式第１号　大阪府障がい者特別委託訓練事業企画提案書　
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	提案日
	・企画提案書を提出する日を記入。
	

	所在地
機関（法人）名

代表者職・氏名
	・所在地、機関（法人）名、提案する機関（法人）の代表者職・氏名を記入。
・代表者から委任を受けた者（支店長・学校長等）が提案する場合は、様式第１１号の委任状を添付。　　　　　　【委任状　□有　□無】
	

	訓練区分
	・提案する訓練区分の□にチェック（✔、■）を記入（複数記入不可）。
	

	訓練科目名
	・提案する訓練科目名を記入。
・訓練科目名は、その訓練の内容がわかるものを設定。
	

	訓練実施施設名
	・訓練を実施する施設の名称を記入すること。（建物名まで記入する。）
・各種専修学校等の場合で別館等である場合はその旨記入。
	

	訓練時間
	・年間あたりの訓練時間を記入。
・仕様書に定められた訓練時間の基準以上で設定。
・総訓練時間には入校式及び修了式の時間は含まない。
・総訓練時間は訓練内容習得において標準となる総訓練時間を記入。
・総訓練時間は、訓練可能な範囲として「○○～○○」のような幅を持たせた設定はできない（「程度」「位」等の表現も不可）。
・訓練時間については、1単位の時間が50分以上であれば、1時間とみなす。1単位の時間が50分未満の場合は、「訓練時間数×（実際の１時限の時間（分）÷50分）」で算出した時間が1400時間以上となること。
	

	対象障がい者
	・対象とする障がい種別が身体障がい者の場合、対象内訳に「○」を記入。
・訓練受講者の障がい程度の条件がある場合は具体的に記入。
　※例：手話通訳不要など
	

	職業訓練実施経費
	・様式第８号の「訓練実施経費」（Ｃ）及び「最大年間委託料」（Ｄ）を記入（税込額）。
	


様式第２号　誓約書
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	提出日
	・様式第１号の提案日に準ずる
	

	所在地、機関（法人）名・代表者職・氏名
	・様式第１号に準ずる
	



様式第３－１号　訓練実施機関・施設の概要・運営体制
（１）機関（法人）の概要
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	機関(法人)名
	・提案する機関（法人）名（委任している場合は委任機関名）を記入。
	

	種別
	・法人の該当区分にチェック（✔、■）を記入。
	

	代表者職・氏名
	・代表者職・氏名を記入。
	

	機関（法人）所在地等
	・機関（法人）の所在地等を記入。
	

	設立年月日
	・機関（法人）の設立年月日を記入。
※名称変更があった場合は名称変更前の当初の設立年月日とし、法人格取得や合併等で現在の事業者となった場合は現在の事業者の設立年月日を記入すること。
	


（２）訓練実施施設の概要　　
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	訓練実施施設名
	・正式な名称で記入。様式第１号の「訓練実施施設名」の記入内容と一致。
	

	訓練実施施設所在地等
	・訓練を実施する教室の所在地等を記入。
・貸しビル等の１フロア等で実施する場合は、その階まで記入。
	

	訓練実施施設代表者職・氏名
	・訓練実施施設の長の職・氏名を記入。
	

	予定従業員数
	・施設で勤務予定の従業員数を記入。
※契約予定者となった場合には、記載の従業員数は確保すること。
	


（３）訓練実施運営体制
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	訓練実施責任者
	・訓練実施に関する責任者であり、大阪府との窓口となる者を記入。
※他の訓練実施施設との兼務（○○校と□□校で同一者など）は認めない。
※次欄に記入する事務担当者、苦情処理責任者との兼務は可。

【注意点】
・訓練実施責任者は複数の訓練実施施設の訓練実施責任者を兼ねることはできない。ただし、複数の訓練実施施設が同一建物内（専修学校等の場合、別館等を含む）にある場合のみ可。
	

	事務担当者
	・訓練受講者との窓口として常時対応できる者を１人以上配置すること。

・訓練実施責任者との兼務は可とする。
	

	苦情処理責任者

	・様式第５号に掲げる講師との兼務は認めない。
※訓練受講者等からの苦情を統括し最終的に処理する者をいう。
	

	職業訓練サービスガイドライン研修の受講の実績
	・職業訓練サービスガイドライン研修の受講及び申込実績を記入。

受講済みの場合は「受講者の修了証の写し」、受講申込中の場合は「受講申込書Eメールと受講料の納付の事実がわかる書類の写し」を添付。

※受付開始の前日までに申込み受付を開始している研修について対象とする。
	


様式第３－２号
（４）選考試験実施体制
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	選考試験実施責任者
	・選考試験実施責任者の職・氏名、緊急の連絡が必要な際（夜間等）に大阪府と連絡がとれる電話番号を記入。
	

	実施場所（教室）等
	・自らの施設で行う場合は、○○教室、他の施設等を利用する場合は、その施設名等を記入。
・選考試験会場の面積、受験可能人数を記入。
・身体障がい者対象科目の場合、試験会場の設備の障がい者対応状況について記入。
	

	選考試験実施体制
	・１試験会場に２人以上配置すること。
	

	採点体制

	・２人以上で複数チェックを行うこと。
	


（５）訓練実施施設最寄り駅及び周辺地図
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	鉄道最寄り駅
	・鉄道最寄り駅が複数ある場合は、すべて記入。
・欄が足りない場合は追記。
	

	鉄道最寄り駅からの地図
	・わかりやすい地図を掲載（印刷時にはっきりとわかるもの）。
・鉄道最寄り駅からの距離を記入。
・バス等利用の場合は、最寄りのバス停名とバス停からの距離を記入。

・google等の地図は、著作権を侵害する恐れがあるため使用しない。
	


（６）府施策への協力について
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	府施策への協力
	・各府施策の協力状況（加入の有無等）について○印を記入。
・従業員数は、該当する箇所にチェックを記入。
	


様式第３－３号　
（７）訓練実施施設概要
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	建物の権利関係
	・所有の場合は、不動産登記簿謄本（写し）等を添付。
・賃貸の場合は、賃貸借契約書（写し）等を添付。
※賃貸予定の場合は、仮契約書等でも可。
※建設中の場合は、建築確認書等を添付。
【建物の権利関係　□不動産登記簿謄本等　□賃貸借契約書等】

※訓練開始や試験日までに契約切れとなる場合は、代表者名で、契約更新をする旨を確約する書面を添付　
	

	訓練実施施設の状況
	・訓練実施にあたり該当する建物の状況にチェック（✔、■）を記入。　　　　　　　　　　　
・部屋数について、教室数、その他の室数をそれぞれ記入。
【□訓練実施施設の平面図】
	

	教室面積等
	・教室名は、部屋番号（３０２教室など）まで記載すること。
・教室面積には、事務室、就職相談室等は含まない。
【□定員  5名　教室面積 8.25㎡以上】
【□定員10 名  教室面積16.50㎡以上】
・訓練実施施設の平面図に教室を明記すること。

・訓練受講者１人あたりの面積が1.65㎡以上であること。
＝教室面積÷定員で除した数（小数点第３位以下を四捨五入）
・教室の平面図（面積又は面積が計算できるように縦と横の長さの記載があるもの）を添付すること。

※訓練実施施設の平面図に、教室の面積又は面積が計算できるように縦と横の長さを記載する方法でも可。　　【□教室平面図】
	

	事務室
	・事務室は、教室と完全に分離していること。
・事務室と教室の入口は別々であること。
・衝立等の間仕切りは不可。
・訓練実施施設の平面図に記入。　　　　　　【□事務室平面図】
	

	就職相談室
	・就職相談室は、教室及び事務室とは別々で、プライバシーに配慮された場所であること。

・訓練実施施設の平面図に記入。　　　　【□就職相談室平面図】
	

	トイレ
	・トイレは、男女別に設置され、男女の入口が別々であること。

・訓練実施施設の平面図に記入。　　　　　　【□トイレ平面図】
	

	空調・冷暖房
	・換気及び冷暖房が付いた空調機が設置されており、訓練実施に適した環境に設定できること。
	


	自習室
	・訓練時間外に利用できる部屋（教室でも可）がある場合にチェック　（✔、■）を記入すること。

ある場合は、訓練実施施設の平面図に記入。
	

	談話室・休憩室
	・訓練施設内に設置され、訓練受講者がいつでも利用可能な部屋等がある場合にチェック（✔、■）を記入。

・ある場合は、訓練実施施設の平面図に記入。
	

	安全衛生法上の措置
	・法定の定期点検等必要な措置を講じていること。
	

	駐車場
	・定員の半数以上が通校の際に必ず利用できる駐車場があるか。ある場合には無料か有料かにチェック　（✔、■）を記入すること。
	

	身体障がい者対応設備
	・身体障がい者対象科目の場合、訓練実施施設の設備の障がい者対応状況について記入。
	


様式第３－４号　訓練実施施設の概要
（８）パソコン設置状況（パソコンを必要とする科目のみ）
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	講師のパソコン画面の確認方法
	・ビデオプロジェクターなど、訓練時間中に講師のパソコン画面が確認できる手段が講じられていること。
	

	訓練に必要なパソコンの設備状況
	・訓練定員以上のパソコンが用意されていること。（予備を含む）
・教室に配置されているネットワーク等で接続されたプリンタの台数を記入。
	

	その他訓練に必要な設備
	・その他、必要な設備が準備されている場合に記入。
	


（９）ソフトウェア（パソコンを必要とする科目のみ）
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	使用するＯＳの名称及びバージョン
	・全ての使用OS、使用ソフトについて使用許諾契約（ライセンス登録）をしていること。
	

	使用ソフトの名称
（バージョン）
	
	


様式第３－５号　訓練実施施設の概要【職場実習先リスト】
（１０）職場実習付き訓練を実施する場合
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	様式全体
	・訓練で実習を予定している場合に記入。
・記載漏れのチェック。
・今回提案の訓練で実習を予定しているところを記入。

・実習先が未定の場合は、団体・企業名欄に予定を記入。
・令和５年度・令和６年度に実施した事業等により障がい者の職場実習受入の実績がある団体・企業の場合は、受入実績欄に○を記入。なお、対象となる実績は、大阪府障がい者委託訓練事業又は大阪府障がい者特別委託訓練事業に限らない。
	


様式第４－１号　就職支援体制
（１）就職支援実施担当者
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	就職支援責任者
	・就職支援責任者を設置し、その者の「週勤務日数」及び「勤務時間」を記入するとともに、該当する曜日欄に○印を付すこと。また、他の訓練実施施設との兼務の有無欄にチェックを記入。

・キャリアコンサルタント試験に合格等のうえ、キャリアコンサルタント名簿に登録している場合は、キャリアコンサルタント（国家資格）の「有」にチェックし、キャリアコンサルタント登録証の写しを添付すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　【□登録証の写し】

・ジョブ・カード作成アドバイザー証がある場合は、資格証の写しを添付すること。

提案した訓練の開講日までに、資格証の有効期限が切れる場合は、今後の取得予定年月日（または取得予定である旨）を記入すること。

・ジョブ・カード及び有資格の有効期限が開講中等に更新が必要な場合、更新手続完了後、写しを大阪府へ提出すること。

【□資格証の写し】
	

	就職支援担当者
	・就職支援担当者を配置すること。

・就職支援責任者との兼務は不可。

・キャリアコンサルタント（国家資格）の有無、ジョブ・カード作成アドバイザー証及び就職支援に関する資格の取扱いは、「就職支援責任者」に準ずる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【□登録証の写し】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【□資格証の写し】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	


（２）就職支援実施体制
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	求人情報検索用
パソコン
	・求人検索専用のパソコンの有無にチェック　（✔、■）を記入。
・「有」の場合は、その台数を記入。
	

	無料職業紹介事業許可（届出）の有無
	・無料職業紹介事業許可（届出）の有無にチェック　（✔、■）を記入。

・「有」の場合は、届出番号を記入し、写しを添付。

	

	有料職業紹介事業許可の有無
	・有料職業紹介事業許可（届出）の有無にチェック　（✔、■）を記入。

・「有」の場合は、許可番号を記入し、写しを添付。

	

	キャリアコンサルティングの実施
	・訓練時間外にキャリアコンサルティングの実施の可否についてチェック（✔、■）を記入。
	

	OSAKAしごとフィールドの活用の有無
	・登録済か未登録か、チェック　（✔、■）を記入。

	


様式第４－２号
（３）障がい者の就職を目的とした職業訓練の就職実績（令和４年度・５年度分）
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	実績の記載
	・令和４年度・５年度に訓練の実績がある場合は、本様式を提出（障がい者の就職を目的とした訓練で、過去2年間に就職率の実績がある場合）。

・複数ある場合は、過去2年間について、すべての訓練の年度ごとの合計数を記入する。
	


様式第４－３号　就職支援計画
（４）就職支援計画
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	就職率（目標値）
	・訓練実施を受託した場合の就職率（目標値）を記入。
	

	就職率（令和４年度・５年度実績）
	・提案する科目と同じ科目の大阪府の訓練実績のみを記入。
	

	支援方法など
	・自由に記入。
・訓練修了後の未就職者に対する就職支援の内容について、具体的に記載すること。
・令和５年度と同じ訓練科目を提案する場合は、令和５年度に実施した支援の反省点等を踏まえ、改善を図った内容とすること。
※①就職支援の方法、②就職支援内容等はそれぞれ具体的かつ簡潔に記入。

・別紙を添付する場合は、Ａ４用紙（両面）１枚以内に収めること。
	


様式第４－４号　
（５）過年度に実施した障がい者訓練の実施状況

※記載科目の訓練実績がない場合でも、「訓練科目名」欄に「該当なし」と記載し、必ず提出すること。
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	実績の記載


	・令和４年度、５年度、６年度の職業訓練（委託訓練、障害者委託訓練、求職者支援訓練、特別委託訓練）の実績を全て記入。
	


様式第５号　予定講師名簿
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	講師名簿日付
	・企画提案書の提出日時点で予定している内容を記入。
	

	講師の氏名
	・提案科目の講師の氏名を記入（自署でなくて構わない）。
	

	担当予定科目
	・訓練内容に記載される科目を記載すること。
	

	常勤・非常勤の別
	・常勤、非常勤欄のいずれかに○を記入。
	

	担当科目経験年数
	・訓練内容に記載される科目で講義を行った経験年数を記入。
	

	資格・免許等
	・訓練内容に記載される担当予定科目に関係する公的資格等及び教諭免許（職業訓練指導員免許を含む）を記入。
※職業訓練指導員免許のみ、写しを添付すること。
	


様式第６号　使用教材等一覧表
（１）テキスト・参考書等
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	教材名
	・教材名は正確に記入、教材の名称、出版社名及び価格が確認できる表紙又は裏表紙をコピーし、添付書類ファイルに綴じる。
・価格記載の箇所は、黄色でマーキング。
（Ａ４用紙１枚両面で縮小・集約可。ただし判別が可能であること。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【□使用教材の写し】
	

	出版社名
	・出版社名は正確に記入。
	

	価格
	・表示価格を記入。

・添付する使用教材の写しに記載された価格欄と一致すること。
・価格欄に記載される価格より安く記入することは可（大量購入等による場合等）。
・オリジナル教材等、価格の明らかでないものは、教材の名称が確認できる表紙等をコピーし、「価格表示なし」と記載し添付書類ファイルに綴じる。
	

	使用科目（分野）
	・特別委託訓練内容に記載される科目名を記入。
	


（２）その他
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	教材名等
	・テキスト、参考書等以外で訓練に要する教材が発生する場合は記入。（例：ＵＳＢなどによるデータの提供を含む）
	

	価格
	・上記教材に要する価格を記載することとし、価格を確認できる資料がある場合は、その部分等の写しを添付。
	

	使用科目（分野）
	・特別委託訓練内容に記載された科目名を記入。
	

	総合計
	・「（１）テキスト・参考書等の合計金額（税込額）」（Ａ）と「（２）その他の合計金額（税込額）」（Ｂ）を合算した額を記入。
	


様式第７号　障がい者特別委託訓練内容　　
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	対象障がい種別
	・提案科目ごとに特別委託訓練内容を提出。

・対象となる障がい種別に○印を記入。

・対象とする障がい種別が身体障がい者の場合、対象内訳にも「○」を記入。
	

	訓練受講者の条件
	・訓練を受講するにあたり、訓練受講者の条件が有る場合は記入。
（例：「文字入力ができ、Word、Excel等の基本的なパソコン操作ができる」等）
・条件が無い場合は必ず『特になし』と記入。
	

	訓練内容等の記載

	・できる限り単元毎に訓練内容を具体的にわかりやすい表現で記入。
・普通学科、学科、実技に分けて記載することとし、実技については、全体の5割以上とすること。
	

	訓練時間総合計
	・1年間で1400時間を上回ること。訓練時間については、1単位の時間が50分以上であれば、1時間とみなす。1単位の時間が50分未満の場合は、「訓練時間数×（実際の１時限の時間（分）÷50分）」で算出した時間が1400時間以上となること。
・総訓練時間には入校式及び修了式の時間は含まない。
・様式１号の総訓練時間と一致すること。
	

	訓練休講曜日
	・原則として、土日祝日とするが、任意設定可。
・夏休み、年末年始の予定を記入。
	

	その他全般
	・Ａ４用紙１枚片面におさめること。
・読める範囲で文字等が縮小されるのは構わない。
	


様式第８号【障】　大阪府障がい者特別委託訓練実施経費見積書
〔訓練実施経費〕
	項　　　　目
	内　　　　　　　　　　　　容
	確
認

	指導員経費、実習費、施設設備利用料、その他、合計
	・訓練実施に際し必要となる経費の額（税抜き）を記入。消費税及び合計額については、自動計算。
	

	訓練実施委託費
	・訓練生1人あたりの月間委託料（税抜き）を記入。その他の欄については自動計算。
	


※本事業に採用された場合、要件を満たせば、労働局の「人材開発支援助成金（障害者職業能力開発コース）」を受給できる可能性あり。
〔日付及び所在地、機関（法人）名、代表者職・氏名〕

	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	日付及び所在地、機関（法人）名、代表者職・氏名
	・企画提案書を提出する日とし、所在地、機関（法人）名、提案する法人の代表者職・氏名を記入。
・代表者から委任を受けた者（支店長・学校長等）が提案する場合は、様式第１１号の委任状を添付。
	


様式第９号　障がい者の雇用状況についての報告書
· 常用労働者の総数が 40人未満の場合は本様式を提出。

· 常用労働者の総数が40人以上の場合は、管轄公共職業安定所に提出した『障害者雇用状況報告書』（令和６年６月１日現在の状況について記載したもので公共職業安定所の受付印のあるもの）の写し

（電子申請により提出された場合は、申請書のプリントアウトしたものを提出）
	項　　　目
	内　　　　　　　　　　　　容
	確
認

	日付及び所在地、機関（法人）名、代表者職・氏名
	・企画提案書を提出する日とし、所在地、機関（法人）名、提案する法人の代表者職・氏名を記入。
・代表者から委任を受けた者（支店長・学校長等）が提案する場合は、様式第１１号の委任状を添付。
	

	常用労働者の総数
	・提案する事業所単位での常用雇用労働者の総数を記入。
	

	常用雇用障がい者数の総数
	・提案する事業所単位で、雇用されている「常用雇用身体障がい者、知的障がい者及び精神障がい者」の総数を記入。
	

	障がい者雇用率
	・（常用雇用障がい者数の総数÷常用労働者の総数）×１００の数値を記入。
・上記により算出した数値で小数点が生じた場合は、小数点第３位を四捨五入。
・契約予定者となった場合、令和７年６月１日現在のものを速やかに提出のこと。
	


様式第１０－１号　共同企業体届出書
複数の法人等が応募者の資格を満たす団体を設置し、応募する場合に提出。
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	構成員（代表者）、所在地、商号又は名称、代表者の職・氏名
	・それぞれの項目について記入。
・企業体の構成員となった企業は、企業単体での応募並びに他の企業体の構成員となっての応募はできない（重複応募の禁止）。
	


様式第１０－２号　業務委託共同企業体協定書
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	構成員（代表者）、所在地、商号又は名称、代表者の氏名
	・それぞれの項目について記入。
・企業体の構成員となった企業は、企業単体での応募並びに他の企業体の構成員となっての応募はできない（重複応募の禁止）。
	


様式第１０－３号　委任状（構成員が支店等である場合の代表者から支店長等への委任）押印必要
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	構成員（代表者）、所在地、商号又は名称、代表者の職・氏名
	・それぞれの項目について記入。
・代表者の登記された印の押印が必要
	


様式第１０－４号　使用印鑑届（代表構成員が代表取締役の場合）押印必要
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	代表構成員、所在地、商号又は名称、職・氏名
	・それぞれの項目について記入。
・代表者の登記された印の押印が必要
	


様式第１０－５号　使用印鑑届（代表構成員が受任者の場合）押印必要
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	代表構成員、所在地、商号又は名称、職・氏名
	・それぞれの項目について記入。
・様式第１０－３号において、委任されていること。
	


様式第１１号　委任状（企画提案に関する委任事項）押印必要
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容
	確
認

	委任状の提出
	・企画提案書の提出者が、代表者から委任を受けた者（支店長・学校長等）である場合は、法人の代表者からの委任状を提出すること。
	

	使用印
	・使用印は、代表者印とし、会社（学校）印、代表者の私印等は認めない。
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